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2014自治労県職労春季要求回答交渉（報告）

産業医の勤務体制が週4日に

メンタル不全対策が前進！！
－当局が「グループウェアを活用した在庁時間の把握」について、必要性を認識－
自治労県職労は4月22日、2014年春季要求回答交渉を行いました。
専門家チームによるメンタル対策を！
　自治労県職労は、10年以上前からメンタルヘルス不全対策を重点課題に位置付けて運動を進め、相談窓口の開設・充実、リハビリ勤務や傷害保険の導入、精神科産業医の配置、新採用職員の面談・フォローアップなど、多くの成果を実現してきました。

しかし、複雑・多様化する業務と少ない人員の中で、メンタルヘルス不全に陥る職員が後を絶たない現状からすれば、まだまだ十分とは言えません。

「予防」、「早期発見・ケア」、「復職サポート」対策の有機的な連携が必要です。

自治労県職労は、職員健康管理センターに産業医を責任者とする専門家チームを設け、総合的なメンタルヘルス不全対策を確立するよう提案するとともに、精神科産業医の専任化を求めてきました。

その結果、精神科産業医の勤務体制は昨年度まで週2日でしたが、今年度から週4日に増えました。メンタル不全対策が前進するよう、引き続き当局に具体的な提案をしながら要求していきます。

過重労働をなくそう！
　管理監督者の意識啓発や各所属任せだけでは、過重労働を撲滅することはできません。過労死水準を超える長時間労働は、職員の命や健康に係わる大きな問題であることを、当局には真剣に考えていただきたいと思います。

自治労県職労は、まず、グループウェアを活用して、全庁的に在庁時間の把握をするよう提案しました。当局がなぜそれを実行に移そうとしないのか、理由はわかりませんが、今回の交渉で、その必要性は認識されたと受け止めています。
＜2014年度当初欠員状況＞
	職種
	数
	対応
	職種
	数
	対応

	一般職計
	159
	
	獣医
	3
	

	一般事務
	70
	非1採2検1
	理学療法士
	1
	非1

	職訓指導員
	21
	
	大学教育
	5
	採5

	福祉
	23
	
	建築
	2
	

	保健師
	3
	
	一般土木
	2
	

	看護師
	1
	
	農業土木
	2
	

	専任教員
	2
	
	電気
	2
	

	医師
	4
	非2　採1
	無線
	1
	

	林業
	1
	
	
	
	

	農業
	3
	
	現業職計
	14
	

	水産
	1
	
	調理
	4
	

	衛生監視
	1
	
	農芸技能
	2
	非2

	と畜検査
	4
	
	電話交換
	2
	非1

	化学検査
	2
	
	監視
	4
	非4

	歯科衛生士
	3
	
	動物技能
	2
	非2

	栄養士
	2
	
	欠員合計
	173
	


※「非」は非常勤職員、「採」は採用、「検」は検討中。

それ以外は、臨任職員対応。
2014春闘要求交渉結果
	項　目
	自治労県職労の主張
	労務担当局長の回答要旨

	過重労働・

不払い残業の撲滅
	・県労連賃金確定交渉で確認した総労働時間の短縮対策について、具体的な対策を示すこと。過労死水準を超える長時間労働は大きな問題。

・グループウェアを活用して、全庁的にグループ・課単位の在庁時間を把握することから始めたらどうか。

・内部管理事務（予算業務や議会対応）を抜本的に見直し、庁内分権を進めるべきである。
	・総労働時間の短縮については、職員の健康管理の面、コスト意識を持って行政運営を進めていく上でも必要と考えている。特に、管理監督者が意識を持つことが大切。

・グループウェアの活用については、在庁時間の把握がシステム上可能であり、各職場で積極的に活用してもらいたい。今後、仕組みとしてどのようなことができるのか、指摘や意見を踏まえて考えるものと思っている。

	適正な人員配置
	・減らし過ぎの人員回復を。根拠のない削減は容認できない。

・欠員は正規職員をもって早急に解消すること。

・職業訓練指導員の欠員補充。

・福祉職（児童相談所、生活保護担当）の大幅増員。生活保護の経理担当職員の増員。

・短時間再任用職員や非常勤職員が複数配置されている職場の増員。

・メンタル不全による休職明けの一定期間、臨任職員の継続配置。

・県税事務所や保健福祉事務所は再編統合に伴い、管轄が広域になること等を踏まえ、業務に支障が生じないよう必要な人員配置を。
	・無駄のない行政運営を徹底するとともに、課題解決力の高い組織作りや財政の安定推進など、一層の行政改革に取り組んでいく必要がある。人員の問題もその延長線上に位置づけられ、適正配置に当たっては調整が必要となる。職員数についても抑制基調にならざるを得ない。
・業務そのものの廃止を含めた見直しや、仕事の進め方の抜本的な改革など、あらゆる見直しを行った上でどのような県民サービスを提供するか議論をしっかり行い、優先順位を明確にする必要がある。各局の政策判断が重要。まずは各局で議論をした上で、全庁的な調整が必要な場合は、人事当局が調整を行っている。

	人事制度
	・職員のモチベーションが維持できる昇任昇格。

・人事評価システムの検証。
	・評価の水準は評価者の基準を合わせ、客観的・公平に行っている。検証を積み上げ、県労連の場で引き続き話し合っていく。

	メンタルヘルス対策、労働安全衛生の確立
	・産業医を責任者とする専門家チームによる総合的体制の確立。

・メンタルヘルス対策への産業医の積極的な関与について、組合との協議の中で具体化を。産業医（精神科医）の専任化を求める。

・メンタル不全による療養休暇者・休職者が発生した職場の所属長に、産業医への報告を義務付け、産業医が状況を把握できる仕組みを設けること。

・職員の労働安全衛生を確保するために、時間外においても、冷暖房を稼働させること。労働安全衛生法令の遵守は当然の責任。

・災害時における業務についての「労使協定」の締結に向けた協議。
	・専門家チームの設置や仕組みについては、産業医の意見を聴きながら進めていく。

・平成23年度から健康管理センターに精神科産業医を配置した。昨年度まで週2日勤務だったところを今年度から週4日に増やし、メンタルヘルスに関するさまざまな問題に対応してもらっている。

・メンタルヘルス外部相談窓口を設置しており、今年度は相談日と相談窓口を増やした。
・今年度から職員厚生課で傷害保険に加入し、職場リハビリテーション中の災害について対応できるようにした。

・節電は執務環境、照度等職員の健康管理に配慮して行っている。法令遵守を基本に労働安全衛生に意を用いる。

	行政システム改革・緊急財政対策
	・県税事務所や保健福祉事務所の再編統合について、県民サービス、地域ニーズの視点から全般的な検証を行うこと。

・産業技術センターの地方独立行政法人化について、職員の同意も得ずに公務員身分を奪うことは、到底認められない。
	・緊急財政対策本部は解散したが、ロードマップの着実な推進や、県債管理目標の達成等中長期的な課題については、行政改革推進本部に引き継ぐ。行政改革の推進にあたり、職員の理解と協力が不可欠。理解を求める努力をしていく。これまでと同様、早め早めの情報提供をしていく。

	臨任・非常勤・再任用職員の賃金・労働条件改善
	・行政補助員の雇用を脅かし、業務的にも混乱と非効率を招く現行制度を抜本的に見直すべき。

・臨任・非常勤職員について、一方的な雇い止めを行わないこと。

・均等待遇の原則による抜本的な労働条件の改善。
	・県民に就業、次のステップへの機会を提供、広く県民に県の仕事を経験していただくものと位置づけている。働く意欲のある県民に広く門戸を開いている。
・これまでも給与、その他の勤務条件について、一般職員との均衡を図りながら措置してきた。類似の府県ではトップクラスであり、これまで以上の対応は困難と考える。

	ノーマライゼーションの推進
・個々の職員の状況は意向申告時に把握していく。
	・障害者権利条約が批准されたこと、2016年度には「障害者差別解消法」が施行されることを踏まえて、人事・給与システムの見直しにあわせて、情報バリアフリーガイドラインを遵守すること。

・混乱が生じている実態を踏まえ、視覚障害を持つ電話交換職員の職場への派遣労働者の配置を止め、直営に戻すこと。
	・要求のあった内容については、可能な限り意を用いる。平成24年度には、当該職員との意見交換の場で、加齢に伴う通勤や業務への影響について意見を伺った。いただいた意見も参考にしながら、個別事情に配慮して行っていく。

・障害者の雇用については可能な限り努力してきており、今後とも同様に対処していく。
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それ以外は、臨任職員対応。








第85回かながわ中央メーデー


○日　時：４月２６日（土）10時～


○会　場：みなとみらい臨港パーク











































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































